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研究成果の概要（和文）：韓国では一括採用と人事異動が存在し，特定の専門職員であっても人事異動の対象と
なる．韓国では，1990年代までは日本との共通性が存在していたが，近年の改革により大きく変容しており，特
に組織のフラット化は意思決定等の迅速化に寄与している.
台湾においても採用，人事異動に関して類似性が認められたが，特定部門での採用と本人希望による異動を組み
合わせる大学も存在している.
韓国・台湾とも，職員は学内において事務局のような形で組織化されておらず，個別部署に所属している。日・
韓・台の大学には採用や昇進などの点では同質性が見られるものの，それ以外の様々な相違に加え，近年の改革
に伴う変容も進んでいる．

研究成果の概要（英文）：In Korea, there is a system of collective hiring and personnel transfers, 
and even certain specialized staff are subject to personnel transfers. Until the 1990s, Korea had 
similarities with Japan, but recent reforms have significantly changed the system, and in 
particular, the flattening of organizations has contributed to accelerating decision-making.
Similarities were also observed in Taiwan regarding hiring and personnel transfers, but there are 
also universities that combine hiring in specific departments with transfers at the individual's 
request.
In both Korea and Taiwan, staff are not organized in a way similar to an administrative office 
within the university, but belong to individual departments. Although there is similarity in terms 
of hiring and promotion among universities in Japan, Korea, and Taiwan, there are various other 
differences, and changes are also occurring due to recent reforms.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本における大学職員論の展開方向を探るためには，欧米諸国だけでなく東アジア地域に目を向けることが必要
である．特に日本と韓国・台湾の大学には，国立大学の法人化や競争的資金政策，大学評価等，共通する課題が
多いとされる．また大学職員の雇用環境や資格に関する社会状況が欧米諸国の「ジョブ型」専門職モデルとは異
なっており，独自な展開を遂げている．
本研究による成果は，韓国・台湾との国際比較を通じ，大学組織・経営論，大学職員論，能力開発論等にまたが
る課題に取り組んだものである．新たな大学職員像の模索が続く現状において，現実的かつ内発性に基づく新た
な職員の役割モデルを探る本研究の意義は大きい．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

高等教育のユニバーサル化による学生の変化と学習重視の教育環境への転換は，大学にその

在り方の変革を迫ると同時に，その構成員である大学職員の在り方にも大きな変貌をもたらし，

大学職員論という新たな研究領域の形成にも繋がった．しかし大学団体での会合や個別大学内

の研修等で語られる経験的大学職員論や，職員を中心に構成される大学行政管理学会等での事

例報告を中心とした実践的研究と，研究としての大学職員論との間には大きな乖離があること

も指摘される（羽田貴史，2013 年）など，未だ萌芽的段階にある． 

日本の大学職員に対する新たな役割モデルを描き出すには，日本の大学経営，職員の構造的

特徴を踏まえた，欧米型とは異なる職員の役割モデルを提示する必要がある．濱口桂一郎（2013

年）は日本の民間企業総合職の特徴を「メンバーシップ型」というモデルに基づき説明したが，

日本の大学職員もまた同様の「メンバーシップ型」であり，必ずしも明示的な職務分掌に基づか

ない協働による業務遂行や暗黙知の重要性など，「ジョブ型」と定義される欧米型専門職モデル

とは異なる特徴を有している． 

日本において，かつて盛んに論じられたアメリカ型専門職モデルへの移行が実現していない

のは，日本の大学職員が「メンバーシップ型」という，欧米では一般的な「ジョブ型」とは大き

く異なる雇用労働システム下にあり，システム全体の差異を無視して「ジョブ型」に移行するこ

とは，それが職員の内発的必要性に発するものでは無かったからである． 

本研究計画は，これらの成果を踏まえて新たにどのような役割モデルが求められるのかを，社

会的・地理的・政策的近似性を有し，政府主導による大学改革という政策面ではむしろ先行して

いる韓国・台湾との共同研究を通じて明らかにしようとするものである． 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，韓国・台湾との国際共同研究により，日本，韓国・台湾での実践の中から形

成されてきた大学職員の役割モデルについて明らかにするとともに，特に近年の 3 ヶ国におけ

る大学ガバナンス改革を受け変化している現状とその課題について比較検証することにより，

日本の大学職員に対する新たな役割モデルを提示することである．各国の具体的な職務のあり

方，教員及び大学経営者との関係，職員集団内部での幹部職員と一般職員，常勤職員と非常勤職

員等の関係とその変容の比較・検討に基づき，各国のモデル抽出を行う． 

 従来の日本高等教育学会，大学教育学会や大学行政管理学会等における大学組織研究，大学職

員調査では，欧米諸国を対象としたものが盛んに行われ，特にアメリカにおける上級職員の分業

化した専門職モデルが紹介され分析されてきた．しかし日本における大学職員論の展開方向を

探るためには，欧米諸国だけでなく東アジア地域に目を向けることが必要である．特に日本と韓

国・台湾の大学には，国立大学の法人化や競争的資金政策，大学評価等，共通する課題が多いと

される．また大学職員の雇用環境や資格に関する社会状況が欧米諸国の「ジョブ型」専門職モデ

ルとは異なっており，独自な展開を遂げている． 

 本研究は，韓国・台湾との国際比較を通じ，大学組織・経営論，大学職員論，能力開発論等に

またがる課題に取り組もうとするものである．新たな大学職員像の模索が続く現状において，現

実的かつ内発性に基づく新たな職員の役割モデルを探る本研究の意義は大きい． 

 
３．研究の方法 
 日・韓・台の 3 国は，急激な少子化とそれによる大学マーケットの縮小，政府によるトップダ



ウン型の大学改革の進行という点で共通しており，それは大学ガバナンスの改革を伴い，しかも

韓国・台湾が先行している．光本他（2014 年）では，国公立大学の大学評価の動向の把握，及び

英国・韓国・中国等における改革の影響に関する現地調査を通じて，大学ガバナンス改革の動態

を解明し，教職員の地位及び関係も各国の大学ガバナンス改革の進展及び“内発的な”取組を反

映し，各国独自の多様な実態があることを指摘した．  

 日本の職員は具体的な職務として規定されない，明示的な職務分掌や役割分担がない様々な

業務を遂行している．これは 1990 年代までの韓国・台湾も同様であったが，事務組織のフラッ

ト化，人事評価等の改革に伴って韓国・台湾とも独自の変化が見られる．日本における職員組織

及び大学職員の職務を改革するにあたっては，韓国・台湾での実践を踏まえつつ，組織内の経験

を継承・発展していく仕組みを構築することが重要かつ現実に求められている． 

 社会的・政策的近似性を有する韓国・台湾と比較することにより，日本にも見られる役割モデ

ルに注目することによって，各国の特徴，すなわち大学職員の機能や役割が抽出され，構造的な

差異と共通の課題を見出すことができる． 
 
４．研究成果 

 2018 年には 2度にわたる台湾での訪問調査，2019 年には韓国と台湾で訪問調査を行い，韓国

においては大学行政管理学会との共同企画により国際研究集会を開催した．2023 年 8 月には韓

国・釜山の 3 大学で訪問調査を行った．また学会誌への調査報告採録（2 回），学会・研究会報

告（5回）など，当初の研究計画を超える調査活動と研究成果発信を行った．理論研究において

も，コロナ禍により海外訪問調査ができなかった時期に重点的に文献調査と，韓国・台湾の法制

度に係る情報収集を進め，日本及び欧米諸国との比較検討を進めることができた．これまでの現

地調査及び情報収集を踏まえ，現段階で得られている知見は以下の通りである． 

■韓国では一括的な採用形態と定期的な人事異動が存在し，特定の専門性に基づいて採用され

た職員であっても人事異動の対象となることが複数の大学で確認された． 

■韓国では，1990 年代までは組織や階層性において日本の事務組織との共通性が存在していた

が，近年の改革により大きく変容しており，特に組織のフラット化は意思決定等の迅速化に

寄与しているとの認識が，調査対象とした複数の私立大学で示された. 

■台湾においても採用，人事異動に関してメンバーシップ型との類似性が認められたが，一括採

用と定期人事異動を行う大学がある一方で，特定部門での採用と本人希望による異動を組み

合わせる大学も存在しているなどジョブ型に類する特徴も確認された. 

■韓国・台湾とも，職員は学内において“事務局”のような形で一元的に組織化されてはおらず，

教員組織（学部等）と同様に学長のもとにある個別部署に所属している． 

日・韓・台の大学には採用や昇進などの点ではメンバーシップ型に類する同質性が見られるも

のの，それ以外の様々な相違に加え，近年の改革に伴う変容も進んでいる．またコロナ禍の影響

で調査規模が限定されたため，これまで得られた知見が両国においてどの程度一般的なもので

あるかさらに確認を要する点がある.日本の大学職員に対する新たな役割モデルを提言するには，

さらなる現地調査と韓国・台湾の研究者・職員との研究交流が必要である． 
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